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論文内容の要旨
1T革命、竜子商取引、電チ政府、 GlobalStandardなどの用語が犯濫するなかで、本論文は貿易と金融
関連情報の、書面からデジタル情報への転化の意味と、法的対応に関する基礎的な理論を論じている。論
者は、権利を紙の上に表象したり、意思伝達を文書によることを強制する書面主義の社会システムは遂に
行き詰まり、ペーパーレス化・竜fメッセージ化をしなければ、大量の権剰の発生・移転・消滅の処理や、
大量の行政事務を疋確・敏速・低コストに遂行できない時代に入ってきたと認識する。
電子情報処理と述信技術の進歩により、サインや押印された書面による尚取引・行政手続から、今やそ
の書面の内容をデジタル情報に代替して関係者聞を伝送させる形態の取引・手続方法に移行する段階にあ
る。取引の申込、契約締結、当局の許認可、間際運送、通関、人出港手続、損害保険、金融と決済までを
貫して電子処理し、全子続行程の敏速化、正確化、効率化、低コスト化を図る機は熟している。クロス・
インダストリー、クロス・ボーダーは貿易の前提条件である。貿易_¥r間以外に生きる道のないわが国にとっ
て、この分野で他国より遅れをとることは許されない。
本論文の第 I編は「貿易金融EDI 基盤整備」として貿易関連情報システムと通開業務を含むわが国貿
易EDIの現状、貿易書類とEDI協定書の標準化の動向を説明する。次に貿易金融の形態、信用状や荷為替手
形制度が電子取引下でどう変化するのか、輸入金融の担保であるTrustReccipt制度が有効に機能するのか
を論じる。そして、従来は紙(書面または帳簿〕に記録され表章されていた権利を電子化することの意味・
必要性とは何か、権利を然るべき公正・中立的な機構に登録し、発生・移転・消滅を管理し、それを公示
する制度を論じる。また電子データの証拠価値・証拠能力を法的にどう確保するのか、海外諸国の例、国
際lレールなどから考察を進める。それらの可能性を保証することが、わが国において電子政府・電子行政
が成立しうる必須条件である。そして基本問題として、有価証券の中でも具体的な論議となっていたCP
(Commercial Paper)の完全ペーパーレス化を、米国のSecuritiesEntitlementの概念、を紹介しながら検
討した。
第E編では「貿易金融EDIの某盤理論」として、まず具体的に船荷証券の電子化を論じる。現状のllaguc-
Visby Rule、商法、国際海上物品運送法、英米海上運送法などで保証されている書面の船荷証券の荷主、
運送人などの関係者の権利義務、債権的効力・物権的効力が、電子的に等価に機能することとなる仕組み
と法的構成を論ずる。次に、電子メッセージの授受により成マーする取引契約に関し、メッセージ発信と到
達の時期と場所を考察し、発伝者、受{，j者、巾継者~ (通信会社を含む)聞の危険負担、責任分配の問題を
考えるc またメッセージの発信者の本人性、通信途上での無改憲性、非漏洩件、受診事実の再認防止を保
証するデジタル署名の技術と法制度の確立を、欧米、佐|際ルール、わが困法規を碁に烏敵する。加えて問
際取引の基礎となる本人の資格、権能、支払能力などを第三者が保証する認証期間 (CA)および|司機関が
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発行する資格証明書を、異なる園家、組織のなかで相互に認証する仕組みにつき述べる。第E編では「貿
易金融EDIの展開」として、現に稼働に入ったグローパルな電子船積書類システム iBorero.netJを取り
上げ、その組織と運用、全参加者を拘束するルールブックの法的構造を解明する。またわが国で開発され
たTEDIプロジェクトや、比較的簡易なシステムであるTrade-CardやBex.Comにも触れる。
論文審査の結果の要旨
本論文は、貿易・金融取引の従来の書面取号|から電子取引への転換について、目下のその全体像をふま
えて今後の方向を明確にしようとするものであるる。ただし、その方向とは書面取引から電子取引への転
化の意味を考察したうえで一一例えば今後どのような取引が可能かという観点、ではなくー当該取引の全体
的な法的対応について論じたものである(まえがき、第l段落参照)。
考察するにあたって、著者は貿易・金融論、保険論、また法学理論などを駆使している。実務家であり
学者である著者は、多岐にわたる世界最先端の実務を十分に知悉し、内外の例、とくに諸外国の例や国際
ルールを考察したうえで、しかも準拠法、裁判管轄の問題も視野に入れて、当該取引の要点につき適宜、
著者の判断また要望を示しつつ、その今後の方向を全体的に明らかにしている。この豊富な実務経験と多
くの理論にもとづく、当該取引の今後の方向の全体的な明示こそ、本論文の最大の特長である。
取引とは、経済学的には両当事者がbetter-offされることだが、法的には権利の発生消滅または移転のこ
とである。取引が書面で行われる場合には、権利が書面に化体され、それが転々流通すると観念される。
そこで重要なことは、権利が化体された書面のuniquenessとoriginalityである。取引がEDI(電子データ交
換)でなされる場合はどうか。権利を中央センター(権利登録センター)に登録させ、かっその権利の消滅、
移転も記録させて、同センターをインフォメーション・センターとして機能させることによって、「取引に
おける権利の発生、消滅、移転Jの唯一性と原本性がたもたれる。
貿易・金融EDIとは、貿易取引のために交換される物流・簡流データとその決済のための金流データの
全部または一部を統合的に電子データで交換するシステムを指す。 1999年9月に開始されたBolero.netで
は、 TitleRegistry (中央の権利膏録データベース〉が中核を占め、インフォメーション・センターの役
割をはたす。実務において最重要の船積書類は譲渡性船荷証券だが、その占有権 (Holdership)と所有権
(Ownership)がTitleRegistryに登録、記載される。そして、参加者全員を拘束するルールブックを作成
して、各国の相違を克服し、かっ機能的等価アプローチ(電子データでも紙の書類と極力近似であること。
UNCITRALモデル法)を定める。こうして、 Bolero.netで、物品の所有権が運送中に譲渡可能となる。具体
的には次である。運送人は物品の独立した受寄者として、元の所持人 (holder)から「新所持人が物品引
渡しに関する絶対的権利を取得した」というメッセージを通知される。新所持人は運送人よりの「新所持
人の指図に従うという趣旨で物品を保有している」とのメッセージによって権利移転を確認する。著者は、
さらに電子売買契約、海上物品運送契約、航空物品運送契約、信用状、損害保険契約、為替手形などに即
して多面的に考察したうえで、「ボレロ船荷証券は、法的にも伝統的な書面の船荷証券に完全に実体的に代
替し得ると考える」と判断されこの方向を明示される。
本論文では、その他にも、 Bolero.netの前提となる電子署名制度、電子認証制度、またそれ以外の貿易
書類電チ化プロジェクトなどについて論じているが、本論文の最大の功績は、上述のBolero.netについて
の多面的な考察とその方向性の明示に集約して表される構成となっており、その成果、功績は高く評価主
れる。
以1:により、審査委員会は全員一致で、八尾氏の本論文の貢献は大きく、本学の学位、博土(商学)の
授勺・に備するものと判定した。
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